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1. 背景
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規制基準では、基準地震動策定を行うに当たって、震源を特定して及び震源を特定せず策定

する２種類の地震動に対して、各種の不確かさを考慮して適切に評価することを求めている。

これまでに、近年国内で起きた内陸地殻内地震（以下「内陸型地震」という。）に係る地震動

解析及び震源を特定せず策定する地震動の標準応答スペクトルの検討、並びに海外で起きたプ

レート間地震及び海洋プレート内地震（以下「海溝型地震」という。）に係る調査・解析を行

い、地震動及び震源断層パラメータの不確かさや震源断層パラメータの既往の経験式との整合

性等に関する知見が蓄積された。

事業者に求めた安全性向上評価においては、確率論的リスク評価手法の活用が見込まれてお

り、このリスク評価のために、確率論的地震ハザード評価における不確かさを適切に評価し同

評価手法の信頼性向上行うことが重要である。これまでに、断層モデル法を用いた確率論的地

震ハザード評価の試解析を行い、確率論的地震ハザードの不確かさの取り扱いに関する知見を

得た。

地震ハザード評価の観点からは、地震動に加え、地震による地盤の変位（ずれ）の評価も重

要である。規制基準では、耐震重要施設を変位が生ずるおそれがない地盤に設けることを要求

している。また、同基準では、地盤に変位を与える要因として、「震源として考慮する活断層

のほか、地震活動に伴って永久変位が生じる断層に加え、支持地盤まで変位及び変形が及ぶ地

すべり面を含む」としており、これまでに、国内外の断層変位データを収集・分析し、断層変

位に係る知見を得てきた。



2. 目的
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関連評価ガイドの策定及び安全性に係る評価の高度化に資するため、また、将来の規制活動への反映に

向けた科学的・技術的知見を蓄積するため以下の地震ハザード評価に係る研究を行う。

(1) 断層モデル法の精度向上に係る検討

熊本地震の知見を踏まえ、断層浅部破壊を考慮した特性化震源モデルの設定手法を検討するととも

に、検証解析やパラメータ分析を行い、特性化震源モデルの不確かさに係る知見を蓄積することによ

り、断層モデル法の精度向上を図る。

(2) 震源を特定せず策定する地震動の検討

震源を特定せず策定する地震動に関して新たな観測記録による追加解析や知見の蓄積に基づく分

析・検討を行い、地震動評価の精度向上を図る。

(3) 確率論的地震ハザード評価に係る不確かさの検討

活断層による地震の規模と発生頻度及び地震動不確かさの取扱い方法を検討し、確率論的地震ハ

ザード評価手法の高度化を図る。

(4) 断層変位評価に係る知見の蓄積

断層変位として特に識別可能な副断層に着目し、室内模擬実験及び数値解析を実施するとともに、

断層変位の観測データの分析や断層変位評価のためのモデル化を行うことにより、断層変位評価にお

ける不確かさの低減を図る。



3. 研究の概要
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(1) 断層モデル法の精度向上に係る検討

(2) 震源を特定せず策定する地震動の検討

(3) 確率論的地震ハザード評価に係る不確かさの検討

(4) 断層変位評価に係る知見の蓄積
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（１）断層モデル法の精度向上に係る検討
【令和元年度までの主要成果】

・内陸型地震に関して、熊本地震を含め国内地震を対象に地震動解析を行い、震源断層パラメータの既往

の経験式との整合性や震源断層パラメータの不確かさ等に関する知見を蓄積した(図1-1)。

・海溝型地震に関して、主に海外の地震を対象に調査解析を行い、震源断層パラメータの経験式の妥当性

に関する知見を蓄積した(図1-2)。

・これまでの調査・解析の結果、震源断層パラメータは既往経験式とほぼ整合していることが分かった。

【課題】

・学協会の動向や熊本地震の知見を踏まえ、内陸型地震における浅部断層破壊のモデル化に関する知見を

蓄積する必要がある。また、海溝型地震については震源特性に関するデータが乏しいことから、強震動

再現解析等の検討事例を増やし、強震動生成域の位置や面積等特性化震源モデルに係る知見を蓄積する

必要がある。

図1-1 内陸型地震の特性化震源モデルに係る知見の蓄積 図1-2 海溝型地震の特性化震源モデルに係る知見の蓄積

短周期レベルのスケーリング則 海洋プレート内地震の短周期レベルのスケーリング則プレート間地震の震源過程解析
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ａ．内陸型地震の特性化震源モデルに係る知見の蓄積

• 平成28年熊本地震の知見を踏まえて、国内外の内陸型地震における地震動の検証解析を行い、地震発生層

以浅の断層破壊を考慮した特性化震源モデルの構築について検討する（図1-3）。

• 国内外の内陸型地震における地震動の検証解析や断層パラメータ相関性の分析を行い、特性化震源モデル

における経験式の検証及びそれらの不確かさの取り扱いの精緻化について検討する。

ｂ．海溝型地震の特性化震源モデルに係る知見の蓄積

• 国内外で発生した海溝型地震を対象に、震源及び地震動特性に関する解析及び分析を行い、地域性を考慮

した特性化震源モデルの設定について検討する。

（１）断層モデル法の精度向上に係る検討
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図１－３ 浅部断層破壊を考慮した特性化震源モデルの構築に関する検討
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： 内陸地殻内地震の震央位置
（Mw5.0～6.5程度）のイメージ

①日本全国の観測記録
の収集・整理

 内陸地殻内地震
 Mw5.0～6.5程度

年超過確率別スペクトル
（参照）

標準応答スペクトル

他手法のスペクトル
（比較確認）

非超過確率別
応答スペクトル
（複数ケース）

97.7%
(+2σ)

10-4/y

10-5/y

84.1%
(+1σ)

50.0%
(平均)

④統計処理による標準応答スペクトルの策定

硬質地盤
相当

露頭波

地表

地中

②はぎとり解析

③地震動の（震源距離及び物性）補正処理

地震基盤
相当

（Vs=2200m/s）

露頭波解放面

物性補正

観測点

断層面

震源距離補正

評価点

＋

（２）震源を特定せず策定する地震動の検討
【令和元年度までの主要成果】

・「震源を特定せず策定する地震動」のうち「地表地震断層が出現しない可能性がある地震」（Mw6.5程度

未満の地震）について、下記検討を行い、「標準応答スペトル」を策定した(図２－１)。

- 過去の内陸地殻内地震（Mw5.0～6.5程度）の地震動観測記録の収集・分析

- 震源近傍での地震基盤相当面における多数の地震動記録について統計的な処理

・「標準応答スペトル」は、基準地震動として新たに規制に反映されることになった（原子力規制委員会：

令和元年8月）。

【課題】

・新たな観測記録の収集・分析による標準応答スペトルへの影響確認等、「震源を特定せず策定する地震動

に関する検討チーム」で議論された中・長期的課題を継続的に検討する必要がある。

図２-1 全国共通に考慮すべき「震源を特定せず策定する地震動」の標準応答スペクトル策定
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【令和２年度以降の研究内容】

・下記の検討を行い、標準応答スペトルの妥当性を確認するとともに、地震動評価手法の高度化につい

て検討し、震源を特定せず策定する地震動の精度向上を図る。

-「震源を特定せず策定する地震動に関する検討チーム」で対象とした期間よりも後に起きた地震の

地震動記録の（定期的な）収集・分析

- 硬質地盤面上の地震動（露頭波）算出、地震動の補正処理等に関する最新知見の調査・反映

硬質地盤面上の地震動（露頭波）算出

（はぎとり解析）手法の高度化

地震動の補正処理手法の高度化

（２）震源を特定せず策定する地震動の検討

図2-２ 最新知見を反映した評価手法の高度化
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（３）確率論的地震ハザード評価に係る不確かさの検討

【令和元年度までの主要成果】

・確率論的地震ハザード評価手法（以下「PSHA」という。）について、活断層の連動性や特性化震源モ

デルの不確かさの設定について検討し、同評価手法の信頼性向上を図った。

- 複数セグメントを有する活断層の連動性について、認識論的不確かさの観点から解析を行い、地震ハ

ザードを適切に評価するための破壊シナリオ等の取り扱いに関する知見を得た(図3-1)。

- 断層モデル法を用いたPSHAを試行し、震源断層パラメータの不確かさの取り扱いに関する知見を

得た。

【課題】

・PSHAにおける各種の不確かさは、認識論的と偶然的不確かさとして取扱われているが、国際的な動向

を踏まえ、地震発生モデルや地震動評価におけるより合理的な不確かさの取り扱い方法ついて検討し、

PSHAの高度化を図る必要がある。

図３－１ 複数セグメントを有する活断層の連動性の検討

検討に用いたロジックツリー

検討対象断層帯 ハザード曲線の比較

地震動を大きくする破壊シナリオが必ずしも地震ハザードを大きくすることはなく、ロジックツリーを作成する際に、地震動

が小さい破壊シナリオの考慮も重要である。



【令和２年度以降の研究内容】

ａ．地震規模等の不確かさを考慮した確率論的地震ハザード評価手法の検討（図３－２）

• 日本の活断層を対象に海外の手法等を適用し、固有地震の地震規模及び発生頻度の不確かさ

について検討する。

• 地震規模等の不確かさを考慮したPSHAを実施し、地震調査研究推進本部の結果等と比較し

てハザード曲線に与える影響度を確認するとともに、日本の活断層で適用する際の条件及び

課題を整理する。

ｂ．確率論的地震ハザード評価における地震動の不確かさの検討

• 内陸型地震を対象に震源近傍に着目し、各種要因（震源・経路・サイト特性）による地震動

の不確かさの分類や分離等について検討を行う。

• 単一評価地点における地震動の不確かさ等を考慮したPSHAを行う。

図３－２ 地震規模等の不確かさを考慮したPSHAの検討
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（３）確率論的地震ハザード評価に係る不確かさの検討



（４）断層変位評価に係る知見の蓄積

【令和元年度までの主要成果】

・熊本地震など断層変位に関する観測記録が多い地震を中心に国内外の観測データの収集を行った。

・得られた観測データを基に、確率論的な断層変位評価式を提案し、断層変位の年超過確率の試算を

行い断層変位評価に関する知見を蓄積した（図４－１）。

・また、断層変位に関する基礎的な数値解析手法を検討した。

【課題】

・断層変位の評価式の構築に用いた断層変位データのばらつきが大きく、また、データ数が限られて

いる。引き続き、国内外のデータを収集・分析するとともに、室内実験や数値解析を活用し断層変

位データを拡張する必要がある。

図４－１ 副断層変位の評価手法の検討
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【令和２年度以降の研究内容】

・主断層による地震活動に伴って地盤に生じる副断層に着目し、断層変位評価における不確か

さの低減を図ることを目的に以下の検討を行う。

- 室内模擬実験及び数値解析により断層変位データを取得するとともに、断層変位の生成状

況に関して分析する（図４－２）。

- 断層変位の観測データの整理、分析及びモデル化を行い、断層変位評価における不確かさ

について検討する。
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（４）断層変位評価に係る知見の蓄積

① 室内模擬実験 ② 数値解析

図４－２ 室内模擬実験及び数値解析を用いた断層変位評価に係る知見の蓄積



4. 研究計画（行程表）
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項目 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 

(1)a.内陸型地震の特性

化震源モデルに係る知

見の蓄積 

浅部断層破壊の考慮 

 

パラメータ相関性分

析 

浅部断層破壊の考慮 

 

パラメータ相関性の

考慮 

 

 

 

相関性を考慮した地震

動解析 

 

 

検証解析・手法まとめ 

 NRA 技報作成 

(1)b.海溝型地震の特性

化震源モデルに係る知

見の蓄積 

地域性調査・再現解析 検証解析・距離減衰式

との比較 

 

不確かさの考慮 

巨大地震への適用検討 

 

検証解析・手法まとめ 

 

▽論文投稿 

 

(2)震源を特定せず策定

する地震動の検討 

地震動追加解析 

課題調査  

地震動追加解析・ 

手法向上の調査解析 

地震動追加解析 

手法向上結果の分析 

 

検証解析・手法まとめ 

 

▽論文投稿 

(3)a.地震規模等の不確

かさを考慮した確率論

的地震ハザード評価手

法の検討 

地震規模と発生頻度

の不確かさの調査 

PSHA 試解析 

課題抽出 

不確かさ評価の向上 

PSHA 解析・影響度分析 

適用条件・課題の整理・

手法まとめ 

▽論文投稿 

 

(3)b.確率論的地震ハザ

ード評価における地震

動の不確かさの検討 

不確かさ評価手法の

調査・試解析 

地点ごとの不確かさ

の評価・GMPE と比較 

PSHA 解析、従来手法に

よる結果と比較 

▽論文投稿 

不確かさの取り扱いの

整理・手法まとめ 

 

(4)断層変位評価に係る

知見の蓄積 

断層変位データ整理 

 

 

数値解析・実験調査 

 

  

断層変位のモデル化 

 

 

模擬実験・数値解析 

実験データ等の活用 

 

 

模擬実験・数値解析 

 

 

 

 

ハザード解析・まとめ 
▽論文投稿 

 

（注１）有用な研究成果は、研究期間中においても適宜論文として公表する。 
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1. 背景

3

図１ 本プロジェクトで扱う断層の識別及び活動性の評価に関する主要課題

（１）断層の認定及び活動性の評価に関する課題
 断層の活動年代は通常、断層の上部に堆積した地層の年代に基づき特定又は推定する（図

１－①）。しかし、地域によっては、通常の方法の適用が難しい場合があり、断層本体の
性状や物質（断層破砕物質）から活動性を判断することになる（図１－②）。過年度プロ
ジェクトでは、断層と鉱物脈との接触関係を用いる手法に関する知見を蓄積した。また、
断層破砕物質から直接年代を測定する手法に関する知見も蓄積した。

 断層破砕物質を用いたより確度の高い断層活動性評価を行うためには、複数の手法による
総合的な評価を行うことが求められるが具体例に乏しいという課題がある。

 断層の認定にあたっては、陸上またはかつての海底地すべりの痕跡、岩盤の膨張、地震動
による受動的な変位・変形等と、地震を生じさせる断層との識別という課題も残されてい
る（図１－③）。
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 地表に明瞭な痕跡を残す活断層のうち、陸域では基本的にトレンチ調査により活動性が評価

されているが、海域では実施できない。そのため、確率論的地震ハザード評価の実施にあ

たっては統計的に推定された活動間隔が用いられることが多く、評価結果に与える不確実さ

の幅が大きくなることが課題である（図２－①）。過年度プロジェクトでは、海域・沿岸域

の地震履歴調査手法に関する知見を収集したが、海底堆積物、離水地形面の年代評価に関す

る精度を向上させることが課題として残されている。

 地表に明瞭な痕跡を残さない活断層については、広域的に変形した地形面及び地層の形成年

代を火山灰を用いて推定し、それを基に活動性を評価する方法があるが、火山灰の年代誤差

が活動性評価の結果に大きく影響することが課題である（図２－②）。過年度プロジェクト

では、東北日本の過去40万年間の火山灰年代に関する知見を収集したが、審査への知見の活

用を踏まえ、同様の知見を西南日本にも拡充することが重要である。

図２ 本プロジェクトで扱う地震の活動履歴評価に関する主要課題

（２）地震の活動履歴評価に関する課題



2. 目的
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本プロジェクトでは、「活断層の認定及び変位・変形の成因の評価」及び「活断層の活動履歴の評

価」について、その技術的根拠となる分析データを取得し、評価を行う過程で得られた具体的な留意

点及び知見を蓄積する。

(1) 活断層の認定及び変位・変形の成因の評価

a. 断層破砕物質の性状に基づく断層の活動性評価手法の検討

採取した断層破砕物質を用いて、活断層の認定に有用な断層の定性的（結晶構造解析等）及

び定量的（年代測定）な活動性評価手法に関する知見を蓄積する。

b. 地震以外に起因する断層の成因評価手法の検討

地震を生じさせる断層と地震以外に起因した変位・変形に係る地質情報を整理し、活断層の

認定に有用な断層の成因評価手法に関する知見を蓄積する。

(2) 活断層の活動履歴の評価

a. 離水海岸地形の形成年代評価手法の検討

隆起した地形等の形成年代を分析し、活断層の活動履歴の評価に有用な知見を拡充する。

b. 海域の古地震履歴評価手法の検討

海域の震源域近傍において採取された海洋堆積物コアを用いてイベント堆積物を抽出し、活

断層の活動履歴の評価に有用な知見を拡充する。

c. 中期更新世以降の火山灰年代評価手法の検討

西南日本近海の信頼性の高い「年代モデル」を陸域の地域的火山灰に付帯させ、海域・陸域

の地域的火山灰を対比する手順に関する知見を蓄積する。

本プロジェクトの実施項目で得られた成果等は、「敷地内及び敷地周辺の地質・地質構造調査
に係る審査ガイド」に関連する技術的知見としてまとめ、論文として公表していくとともに、

審査への活用を検討する。
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 活動的な断層である野島

断層においてESR、OSL

及びTL法等*を断層の活動

年代の測定に適用した。

 その結果、試料を採取し

た深度が深くなるほど断

層活動による摩擦熱によ

り年代がリセットされる

傾向があることを明らか

にした（図３）。

図３ 断層破砕物質の性状に基づく断層の活動性評価手法の検討に関するこれまでの主な成果(5)

【令和元年度までの主要成果】

*Electron Spin Resonance信
号 、 Optically Stimulated
Luminescence 信 号 及 び
Thermoluminescence
（いずれも、断層活動時以降に
蓄積した原子レベルの傷の量を
信号として検出すること）

◯ 断層破砕物質を用いた
定量的な年代評価

3. 研究の概要
（１）活断層の認定及び変位・変形の成因の評価

a.断層破砕物質の性状に基づく断層の活動性評価手法の検討
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 過年度プロジェクトでは、断層と鉱物脈との接触関係を用いる手法に関する知見を蓄積し
たが、断層破砕物質を用いたより確度の高い断層活動性評価を行うため、活断層及び長期
間にわたり活動していない断層において物理探査、ボーリング調査等を実施し、鉱物脈法
以外の複数の手法を適応した事例を拡充させるべく、引き続き断層破砕物質を採取する。

 採取した試料について内部の粘土鉱物、炭酸塩鉱物等の結晶構造解析、粒子の破壊状況の
観察、ビトゥリナイト反射率測定を実施する（定性的評価） 。また、これまでに野島断層
において蓄積した年代測定等の手法を、活動性の異なる断層に適用する（定量的評価） 。

 活断層及び長期間にわたり活動していない断層の断層破砕物質の特徴の違いを総合的に把
握することにより、断層の活動性の評価に有用な知見を拡充する（図４）。

図４ 断層破砕物質の性状に基づく断層の活動性評価手法の検討イメージ

【令和２年度以降の研究内容】
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ｂ. 地震以外に起因する断層の成因評価手法の検討

 断層の認定にあたっては、陸上またはかつての海底地すべりの痕跡、岩盤の膨張、地震動

による受動的な変位・変形等と、地震を生じさせる断層とを識別することが重要である。
• 地震以外に起因した変位・変形について、文献調査等により関連する地質情報を整理す

る。その過程で調査のための候補地を選定し、地表踏査や物理探査等を実施する。

• トレンチ調査等により試料を採取し、室内試験、室内化学分析、年代測定等によりそれ
らの試料の物理・化学的な性質及び活動性を把握する。

• これらの情報に基づいて断層の成因評価に有用な知見を拡充する（図５）。

図５ 地震以外に起因する断層の成因評価手法の検討イメージ

【令和２年度以降の研究内容（新規テーマ）】
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（２）活断層の活動履歴の評価
a. 離水海岸地形の形成年代評価手法の検討

【令和元年度までの主要成果】

 沿岸域における地震履歴の情報を得る
ため離水海岸地形の形成年代を調査し
た（図６）。

 離水生物遺骸群集による14C年代が適用
できることに加え、年代測定の不確か
さに関する知見として、酸処理濃度及
び試料の対象の違いが年代測定結果に
与える影響を明らかにした（図７）。

図７ 離水海岸地形の形成年代評価手法の検討に関するこれまでの主な成果（離水生物遺骸群集による年代測定の不確かさ）

図６ 離水海岸地形（隆起ベンチ等）の例

◯ 離水生物遺骸の14C年代による検討
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図８ 離水海岸地形の形成年代評価手法の検討に関する
これまでの主な成果

（宇宙線生成核種10Beの適用可能性の検討）(11)

 従来広く用いられている14C年代測定

法と併せて、10Beや26Al等の宇宙線

生成核種を用いた年代測定を、花崗

岩以外の岩種や、完新世の離水海岸

地形のみならずより年代の古い段丘

面を対象に実施し、その適用性を検

討することにより、活断層の活動履

歴の評価に有用な知見を拡充する。

◯ 宇宙線生成核種10Beの適用可能性の検討

【令和２年度以降の研究内容】

【令和元年度までの主要成果】（続き）

 隆起した地形には、年代評価に有効

な堆積物、離水生物遺骸群集が十分

に存在しない場合がある。そこで、

令和元年度までに、足摺岬において

花崗岩中の石英に蓄積される宇宙線

生成核種10Beの適用可能性について

検討した。

 その結果、完新世での年代幅におい

ても本手法が適応できる可能性が示

された（図８）。

10Be濃集量 (104atmg/g)

深
さ

(ｃ
ｍ

)
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b. 海域の古地震履歴評価手法の検討

図９ 海域の古地震履歴評価手法の検討に関するこれまでの主な成果

【令和元年度までの主要成果】

 海域における地震履歴の情報を得るために、断層を挟んだ2地点間の海洋堆積物コアにより
地層のずれを認識する方法の適用性を検討した。

 その結果、微化石分析等による手法により、断層活動の変位を検出できることが示された
（図９）。
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図１０ イベント堆積物の年代評価の精緻化に関する検討イメージ

 過年度プロジェクトで検出された各種の情報を断層活動の履歴評価に用いるためには、変位
の検出に用いられている微化石分析等の各イベントの年代評価が精緻に求められている海洋
堆積物コアが別途必要になる。
• 海域活断層等の活動履歴のうち、年代評価に関する情報の拡充を行うため、震源域近傍

において採取された利用可能な海洋堆積物コアを用いてイベント堆積物を抽出し、微化
石分析等の対比イベントも含めた年代評価の精緻化を図る（図１０）。

• その際、従来あまり対象とされてこなかった全有機炭素等の年代を連続的に測定し、統
計的手法を適用することにより、再堆積した相対的に古い堆積年代を示すイベント堆積
物を認定する。

• 微化石層序と海洋堆積物コア全体の年代を精緻化することにより、イベント堆積物の堆
積年代を高精度に決定し、近傍の活断層等の活動履歴を評価する。

【令和２年度以降の研究内容】
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c. 中期更新世以降の火山灰年代評価手法の検討

図１１ 断層変位指標である地形面の広域的変形の例

【令和元年度までの主要成果】

 地表に明瞭な痕跡を残さない活断層では、トレンチ調査等により断層変位を直接確認する

ことができないため、広域的に変形した地形面及び地層の年代並びに累積変位量を利用し

て活動性を把握することが重要である（図１１） 。

 上記の検討には、広域的変形の累積が乏しい後期更新世の地形面及び地層よりも、中期更

新世の地形面及び地層を対象にすることが望ましい（図１１）が、年代評価に用いられる

地域的火山灰の年代誤差が大きいことが課題である（図１２）。

図１２ 断層変位指標である地形面の例

火山灰
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• 東北日本を対象に、深海底コア（堆積物）中に挟まれる年代決定精度の高い広域火山灰を
指標にして、コア深度を年代に変換する「年代モデル」の信頼性を向上させ（図１３）、
陸域の地域的火山灰の年代を高精度で決定した（図１４）。

図１３ 海洋酸素同位体比曲線に基づく深海底コア（堆積物）
中における火山灰年代決定の検討イメージ 図１４ 深海底コア（堆積物）中の火山灰の定量的な年代決定の例

 断層変位指標(地形面・地層)を編年するために、西南日本近海の信頼性の高い「年代モデ
ル」を陸域の地域的火山灰に付帯させ、海域・陸域の地域的火山灰を対比する手順に関す
る知見を蓄積する。

【令和２年度以降の研究内容】

【令和元年度までの主要成果】（続き）



4. 研究計画（行程表）
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実施項目番号 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度

（１）ａ. 断層破砕物質
の性状に基づく活動
性評価手法の検討

・断層破砕物質の性状の把
握のための予備調査

・断層試料の採取
物理探査、トレンチ調査・
ボーリング調査等

・断層試料の室内試験・室
内分析

▽学会発表
・追加の断層試料の採取、
ボーリング調査等

・断層試料の室内試験・室
内分析

▽論文投稿

・総合解析

・断層破砕帯の性状に基
づく活動性評価指標の提
示

（１）ｂ. 地震以外に起
因する断層の成因評
価手法の検討

・文献調査

・物理探査、トレンチ調査等
（予備調査）

・変位・変形を受けた岩石・
堆積物試料の採取

・物理探査、トレンチ調査等
（本調査）

・変位・変形を受けた岩石・
堆積物試料の室内試験及
び室内分析

▽学会発表

・変位・変形を受けた岩石・
堆積物試料の室内試験及
び室内分析

▽論文投稿

・総合解析

・地震以外に起因する断層
の成因に関する評価指標
の提示

(注１)有用な研究成果は、研究期間中においても適宜論文として公表する。 (次頁へ続く)
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実施項目番号 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度

（２）ａ. 離水海岸地形
の形成年代評価手
法の検討

・宇宙線生成核種による離
水海岸地形の年代評価手
法の多岩種への適用可能
性調査

・現世の隆起ベンチ及び高
位段丘間の、宇宙線生成
核種による形成年代の比
較

▽学会発表

・複数の核種による離水海

岸地形の形成年代のクロ
スチェック、測定精度及び
確度の評価

▽論文投稿

・複数の核種、複数岩種を用
いた離水海岸地形の年代
評価事例の提示

・適用可能範囲等の条件
の整理

（２）ｂ. 海域の古地震
履歴評価手法の検
討

・有機物、微古生物学的分
析に基づく古環境学的イベ
ントの抽出（概査）

・海底堆積物の全有機炭素
の放射性炭素年代測定の
実施

・年代測定結果とイベント
層との比較

▽学会発表
・R3年度の継続調査

・全有機炭素の年代と、微
古生物の放射性炭素年代
及び火山灰年代との比較

▽論文投稿
・R2～R4の補足調査、分析

・全有機炭素の放射性炭
素年代が示す地震履歴へ
の適用性評価及び適用事
例の提示

（２）ｃ. 中期更新世以
降の火山灰年代評
価手法の検討

・海底コア中の火山灰、陸域
火山灰の試料採取

・海底コアに含まれる火山灰
粒子の量比分布に基づく
火山灰層準の検出

・R2年度の継続調査

・火山灰粒子の主成分化学
組成に基づく海域・陸域の
火山灰の特徴化

▽学会発表
・R2～R3年度の継続調査

・火山灰粒子の主成分及び
微量成分化学組成に基づ
く海域・陸域の火山灰の特
徴化

▽論文投稿
・R2～R4の補足調査、分析

・西南日本近海の海域・陸
域における火山灰の対比
による海陸統合火山灰層
序構築と火山灰年代評価

(注１)有用な研究成果は、研究期間中においても適宜論文として公表する。
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